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補正前
に同じ

補正前に同じ
補正前
に同じ

　　　令和６年９月２日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西予市長　　管　家　一　夫

過疎対策事業 25,800千円

３．借入期間

0千円

　令和６年度、ただし、工
事又は財政の都合により、
起債額の全部若しくは一部
を翌年度以降に繰り越し、
借り入れをすることができ
る。

　証書借入又は証券発行の
方法による。

下水道事業

１．借入先

　3.0％以内
(ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率)

　政府資金について
は、その融通条件によ
り、銀行その他の場合
は、その債権者と協定
するものによる。
　ただし、財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮し、若し
くは繰上償還又は低利
に借換えすることがで
きる。

51,700千円

　財務省、その他

２．借入方法25,900千円

限度額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法 利　率 償還の方法限度額 起債の方法
起債の目的

補　正　前 補　正　後

　（企業債の補正）

第２条　予算第５条に定めた企業債を次のように改める。

　変　更

　（総　則）

第１条　令和６年度西予市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

議案第９２号

令和６年度西予市下水道事業会計補正予算（第２号）
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予算に関する注記 

 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

 (1) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産の減価償却の方法は、定額法による。 

 

イ 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法による。 

 

(2) 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

職員に対する退職手当の要支給額から、愛媛県市町総合事務組合における積立相当額を控除し、下水道事業にかかる

企業職員数により按分等の方法を用いて合理的に計算する方法にて計上している。 

 

イ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給(支

払)見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

 

ウ 貸倒引当金 

債権の不納欠損に備えるため、実積率等により未収金のうち回収不能と見込まれる額を計上している。 

 

(3) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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２ 予定貸借対照表等に関する注記 

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債(１年以内に償還予定のものも含む)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は

2,045,477千円である。 

 

 

３ セグメント情報に関する注記 

   西予市下水道事業は、西予市公共下水道事業、西予市農業集落排水事業及び西予市公共浄化槽等整備推進事業の３事業

を運営していることから、３事業を報告セグメントとしている。 

 なお、報告セグメントの概要等については別記１のとおりである。 

 

 

４ その他の注記 

(1) 引当金の目的使用による取り崩し 

項  目 

令和６年度予定 

（自 令和 6 年 4 月 1 日  

至 令和 7 年 3 月 31 日） 

貸倒引当金 43千円 

賞与引当金 2,036千円 

法定福利費引当金 388千円 

退職給付引当金 － 
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予 算 に 関 す る 説 明 書  
 

 

１  実施計画書   

２  予定キャッシュ・フロー計算書  

３  当年度予定貸借対照表  

４  参考資料（事項別明細書）  

         

 

 

 

 

 



 



（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備 考

補正予算実施計画書
資本的収入及び支出

収　　　入

1 資本的収入
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
1 企業債

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
1 建設改良費
等の財源に
充てるため
の企業債

     301,644
            
51,700

            
      51,700

0
            

0
            
           0

     301,644
            
51,700

            
51,700
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

(1) 当年度純利益 △ 110,943

(2) 減価償却費 510,232

(3) 固定資産除却損 0

(4) 引当金の増減額 132

(5) 長期前受金戻入額 △ 287,776 (3) 一時借入による収入 0

(6) 受取利息及び受取配当金 △ 4 (4) 一時借入金の償還による支出 0

(7) 支払利息 52,230 (5) 他会計からの出資による収入 167,359

(8) 未収金の増減額 3,305 △ 93,256

(9) 前払金の増減額 0

(10) その他流動資産の増減額 0 0

(11) 未払金の増減額 586 △ 28,048

(12) その他流動負債の増減額 0 352,392

167,762 324,344

(13) 利息及び配当金の受取額 4

(14) 利息の支払額 △ 52,230

115,536

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

(1) 有形固定資産の取得による支出 △ 128,817

(2) 補助金等による収入 31,727

(3) 負担金による収入 46,762

△ 50,328投資活動によるキャッシュ・フロー　計

業務活動によるキャッシュ・フロー　計

小　　　計 資 金 期 末 残 高

資 金 増 加 ( 減 少 ) 額

資 金 期 首 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー 計

資 金 に 係 る 換 算 差 額

(2)
建設改良費等の財源に充てるための企
業債の償還による支出

△ 312,315

令和６年度　西予市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

(1)
建設改良費等の財源に充てるための企
業債による収入

51,700
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（単位：千円）

１
(1)

イ 541,118
ロ 477,664

△ 52,082 425,582
ハ 14,362,111

△ 1,305,000 13,057,111
ニ 1,092,895

△ 513,416 579,479
ホ 105

△ 94 11
ヘ 76

△ 72 4
ト 0

0 0
チ 0

0 0
リ

14,603,305
14,603,305

２
(1) 324,344
(2) 29,165

△ 68 29,097
(3) 0
(4) 1,000

354,441

14,957,746

土 地

令和６年度　西予市下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月31日）

資　産　の　部
固 定 資 産

有形固定資産

減 価 償 却 累 計 額

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産

その他流動資産

その他有形固定資産
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計
固定資産合計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
前 払 金

流動資産合計

資 産 合 計
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３
(1)

イ 2,889,098

ロ 0
(2) 0
(3) 0
(4)

イ 0
ロ 0

0
(5) 0

2,889,098

４
(1) 0
(2)

イ 296,414

ロ 0
(3) 0
(4) 0
(5) 30,334
(6) 0
(7) 0
(8)

イ 2,113
ロ 418

2,531
(9) 1,350

330,629

特 別 修 繕 引 当 金

負　債　の　部
固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債
他会計借入金
リ ー ス 債 務
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 金

引 当 金 合 計
その他固定負債

固定負債合計

流 動 負 債
一 時 借 入 金
企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債
他会計借入金
リ ー ス 債 務

未 払 費 用
前 受 金
引 当 金

賞 与 引 当 金
法定福利費引当金

引 当 金 合 計
その他流動負債

流動負債合計

－8－



５
8,836,442

△ 1,032,130

7,804,312

11,024,039

６ 3,568,759

７
(1)

イ 0
ロ 500,543

500,543
(2)

イ 4,000
ロ 0
ハ 10,000
ニ 0
ホ 149,595

△ 135,595
364,948

3,933,707

14,957,746

繰延収益合計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収益化累計額

利 益 積 立 金

負 債 合 計

資　本　の　部
資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

寄 附 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

負債資本合計

建 設 改 良 積 立 金
そ の 他 積 立 金
当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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（単位：千円）

節
説 明款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

区 分 金 額

補正予算事項別明細書
資本的収入及び支出

収　　　入

1

1

資本的収入

1

企業債

建設改良費
等の財源に
充てるため
の企業債

301,644

51,700

51,700

0

0

0

301,644

51,700

51,700 建設改良費
等の財源に
充てるため
の企業債

0 下水道事業債
過疎対策事業債 △

25,800
         25,800

－10－



公共下水道事業





公共下水道事業

金　　額

1 212,559 0 212,559

1 59,000 0 59,000

下水道事業債 25,800
過疎対策事業債 △ 25,800

51,700 1 建設改良費 
等の財源に 
充てるため 
の企業債

00

資本的収入

企業債

1 建設改良費 
等の財源に 
充てるため 
の企業債

51,700

補正予算事項別明細書
資本的収入及び支出

収　　　入

款　　項　　目 既決予定額 補正予定額 計
節

説　　　　　　明
区　　分
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